


































































































































































































20 Massey,C.,&Ingley,C. ‘TheNewZealandpolicyenvironment for thedevelopmentofSMEs.’
New Zealand Centre for Small and Medium Enterprise Research, Massey University, Palmerston 
North （2007年）.




















































































































B. Crewe、J. Bennett（eds.） Handbook on Prisons: 2nd edition、Chapter9、Routledge、149-168
頁（2013年）。
32 このAoG契約とは、中央政府では複数の章にわたる共通の物品・サービスを単一契約で指定サプラ
イヤーから調達する仕組みである。WIPジャパン「ニュージーランド」（第2部「調査結果」第4章）
『「諸外国における公共サービス改革の取組状況に係る調査」報告書』（平成26年度内閣府委託調査）,
75頁（2015年）。
33 Massey,C.,&Ingley,C.・前掲（20）。高速道路の建設・維持管理を行っていたTransitNewZealand
（現在はNewZealandTransitAgencyに合併された）では、建設工事では10万NZドル未満、土木工
事では20万NZドル未満の案件につき、応札した中小企業の請負実績の向上に資すると目された場合
は、開札せずに当該中小企業に受注させるという内規があったという。
34 Massey,C.,&Ingley,C.・前掲（20）、XeroBlog‘SignallingInsightsforSmallBusinesses’（2016年）
（https://www.xero.com/blog/2016/04/signals/）。8割を超える零細企業が、IT機器の導入が適切に
行われていないために非効率な業務運営をしていると認識して改善を計画しているが、その改善に
よって事業拡大を図ろうという意識は薄い。
63ニュージーランドの法と政策研究序説─民営化と中小企業政策を中心に─
事業拡大に関心が薄いなかで、民営化政策を無理に中小企業支援策に関連づけ
る必要性は乏しい。それが、たとえ雇用確保を目的に始まったにせよ、起業促
進策がとられて環境が整備されたことでニュージーランドが世界有数の起業大
国になったことは、ある意味で民営化の成果と評価することも可能であろう。
